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り発生する地殻内応力の蓄積・解放プロセスに伴い M8 クラスの巨大地震が約 100～








沿岸部に甚大な被害をもたらす。発生場所は異なるが 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地
方太平洋沖地震では，M9.0 に達する巨大地震が日本海溝沿いの幅 200km, 長さ 500km
にもわたる広域のプレート境界震源域で発生し，それに伴い発生した巨大津波は東日本広域


























(Sacks et al., 1971) が陸上では一般的に，海洋では試験的に利用されている。海底下の掘
削孔を利用した観測としては，プレート境界型巨大地震発生域である南海トラフ熊野灘の海














et al. (2006) では，海底地震計 (Ocean Bottom Seismometer; OBS)，および調査船で
曳航されるエアガン，ストリーマーケーブルを用いた大規模な屈折法および反射法地震
探査の観測データを用いて南海トラフ周辺域での P 波速度構造を推定し，得られた P
波速度構造から南海トラフにおける地震発生サイクルと応力分布の議論に発展させた。
Tsuji et al. (2011a) では,海底に一時的に設置したOBSの水平動成分により受振された
エアガン発振記録に含まれる海底下での構造境界で生じた P-S 変換波を解析すること
で，応力との相関の高い海底下での S 波速度異方性構造のおおまかな推定に成功してい
る。また，Tsuji et al. (2011b) では，南海トラフの掘削孔内で VSP (Vertical Seismic 
Profile) 探査を実施し，孔内に一時的に設置した地震計アレイで観測されたエアガン発








テム DONET (Dense Oceanfloor Network System for Earthquake and Tsunamis; 海
底地震津波観測システム) が整備され，2011 年 8 月からは，全 20 点で地震発生帯地震
活動に係る地震・水圧観測が開始した (Kawaguchi et al., 2015)。さらに，2013 年 1
月からは海底下掘削孔に設置された地震計，歪計，傾斜計からなる長期孔内観測システ
ムも DONET に接続され，リアルタイムでの観測を開始している (Kopf et al., 2010; 

















きさに敏感な S 波偏向異方性に注目する。海底下構造における S 波偏向異方性の空間
分布を知ることにより，主応力方位および差応力の大きさを推定することが可能である。
ただし，地震学的手法の適用にあたり，検討すべき 2 点に注意が必要である。 
 まず 1 点目として，地震波位相速度の周波数依存性が挙げられる。地震学的な探査手
















的探査手法の結果を同時に扱う。次に S 波速度推定の基準となる P 波速度構造推定に
ついては，既存研究 (例えば Kamei et al., 2012) においても考慮されていない減衰は





とする受動的探査を行い，Kamei et al. (2012) の速度構造モデルの適用性を検討する。
同受動的探査に地震波干渉法 (Seismic Interferometry) (Wapenaar and Fokkema, 
2006) を適用することで，海底・海底下にある DONET 各観測点間の一方を震源，そ
してもう一方を受振点とする地下構造のインパルス応答を求める。同時に，このインパ




究で実績のあるアルフォード回転 (Alford Rotation) 法を適用した S 波偏向異方性の














 以下に本論文の各章の概説を行う。第 2 章では DONET 地震計で観測される受動的
記録，常時微動記録を用いたデータ解析を行い，南海トラフ地震発生帯の P 波速度構
造，S 波速度構造およびその異方性について堆積層内を対象とした解析を実施した例に
ついて述べる。本研究の一部は Kimura et al. (2013b), Kimura et al., (2015a), Kimura 
et al., (2016a), Kimura et al., (2016d)にまとめられている。 
 第 3 章では，Kimura et al. (2015b) にまとめられている通り，DONET で観測され
たエアガン発振記録を用いた S 波異方性探査について，主としてそのデータ取得手法，
観測レイアウト検討についてまとめる。 
 その後，第 4 章では，エアガン発振記録に対して，深度ごとの S 波偏向異方性を解
析するために考案した新たな手法である異方性センブランス法について述べた後，その
手法の妥当性評価のために実施した数値実験および実データへの適用検討の結果につ
いて述べる。本研究の一部は Kimura et al. (2016b)にてまとめられている。 
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第 2 章  受動的記録を利用した南海トラフ地震発生
帯における地震学的構造探査 




(DONET) (図 2-1) が敷設され，広域での連続地震観測が実施されている (Kawaguchi 
et al., 2015)。この DONET の地震計で観測された受動的記録を用いて地震探査を実施
できるとすると，機動観測機器の投揚収やエアガン等の人工振源なしに，地震発生帯直
上での応力場の時間変化の議論が可能となる。地震計の受動的記録を利用する地震波干
渉法 (Seismic Interferometry) は多くの既往研究がある。地震波干渉法は，2 点の観
測点で観測された常時微動などの受動的記録に相互相関処理を施すことで，2 点の内，
一方を振源，もう一方を受振点とする疑似反射波記録を得る手法である (Wapenaar 
and Fokkema, 2006)。例えば，Shapiro et al. (2005) では，陸上の地震計アレイ観測
網で観測された常時微動の記録から，地中の S 波速度を得ることに成功した。また，
Roux et al.(2005)，および Ruigrok et al. (2011) などでは陸上の地震計アレイで観測さ
れた常時微動を利用し，P 波速度構造を推定した。陸上と比較して観測の困難な海底で
の常時微動を利用した Tonegawa et al. (2013) は，東北沖の海底に設置した広帯域海底
地震計の水平動成分に地震波干渉法を適用し，2011 年 3 月 11 日 M9.0 東北地方太平洋
沖地震前後における S 波速度，およびその速度異方性の時間変化を検出した。 
 
 
図 2-1 南海トラフおよび展開されている海底地震計 (DONET)，孔内地震計 









設置型 OBS と比較し振幅にして最大 1/18 程度の微小な信号を観測可能である 
(Kaneko et al., 2009)。このネットワーク地震計で観測された常時微動記録に地震波干
渉法を適用することで，通常の OBS を用いる場合と比較し，高 S/N 比の疑似反射波記
録が得られることが期待される。さらに，水平成分による連続観測データの地震波干渉
法処理から，S 波速度・偏向異方性の時間変化に関する議論が可能となる。 





















およそ0.00278 Hz (360秒周期) ～100Hzまでの広帯域の地震動を観測可能な地震計が





















(1968) により一次元構造における理論として提唱され，その後， Wapenaar and 
Fokkema (2006) により，三次元の弾性媒質を対象とした式に拡張された。地震波干渉
法の定式化については，これら既往研究の中で述べられていることから，本研究では，
図 2-2 に地震波干渉法の模式図を示すにとどめる。 
 
 
図 2-2 地震波干渉法の模式図(Shuster (2009) の図を改変) 
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 図 2-2 では，地中のパルス震源を想定した模式図になっているが，観測期間が十分長
時間，かつ震源が観測対象を取り囲むように存在するランダム震源についても本理論は

















 解析に用いた海底観測点及び孔内観測点の位置図を図 2-3 に示す。海底観測点として
は，DONET KMD13 観測点，また，孔内観測点としては，C0002G 観測点をそれぞれ
利用した。これら 2 点の観測点は近年 Park et al. (2010) 等でその存在が指摘されてい
るプレート境界域付近の低速度帯 (Low Velocity Zone; LVZ) を挟むように位置してい
る。本研究では KMD13 の広帯域地震計および孔内観測点 C0002G のジオフォンの鉛
直成分に対してデータ処理を実施した。図 2-4 に観測されたそれぞれの時系列データ
およびパワースペクトル密度 (Power Spectral Density; PSD) を示す。 
 ここで，DONET で設置されている広帯域地震計は英国 Guralp systems 社製の三成
分地震計 CMG3T であり，周波数特性は 0.0027 (360 s) ～ 100 Hz となっている。一











図 2-3 観測点位置図。解析に用いた DONET KMD13 観測点を赤丸，孔内観測点
C0002G を黄色三角で示す。2 点間の水平距離は約 10 km である。また，図中の灰色で
示したラインは，Tsuji et al. (2011) および Kamei et al. (2012) で利用された海底地震





図 2-4 DONET KMD13 と孔内観測点 C0002G の地震計で観測された常時微動の連続
スペクトルおよびスナップショットを示す。(a) DONET KMD13 地震計で観測さ
れた連続ノイズスペクトル。(b) 孔内観測点 C0002G 地震計で観測された連続ノイ






波数は海洋波浪のおよそ 2倍である 0.1～0.3 Hz 程度である (Longuet-Higgins, 1950)。
また，脈動は表面波 (Rayleigh wave) 的な挙動を示す境界波 (Stoneley wave) として
海底面を伝播することが知られている (Kedar et al., 2008)。近年の研究では，常時微
動の内，1 Hz を超えるような高周波数帯には P 波，S 波等の実体波成分が主要なエネ
15 
 
ルギーとして含まれていることも指摘されており (例えば Zhang et al., 2009; Ruigrok 
et al., 2011)，Roux et al. (2005) では，近接する場所に設置された地上の地震計で観測
された常時微動記録の相互相関処理より P 波成分の波動場が再現されることが報告さ
れている。これら既往研究の結果を踏まえ，本研究では脈動成分を抑え，実体波成分を




時間である。最終的には 1 時間の記録から 30 秒の疑似反射波記録を作成し，24 時間 (1
日) ごとに重合処理 (スタック) を実施した。また，自然地震等の到来方向が偏った強
い振幅を持つイベントの影響を最小化するため，相互相関処理を実施する際には時間ウ






図 2-5 得られた一日ごとの疑似反射波記録と数値実験の結果比較。(a) 孔内観測点起振
-孔内測点受振 (b) 孔内観測点起振-海底観測点受振 (c) 海底観測点起振-海底観







る。これらがP波速度構造に対応した反射イベントか確認するため，Kamei et al. (2012) 
で示された南海トラフ P 波速度構造モデルを利用して Rotated Staggered grid 
(Saenger et al., 2000) を用いた二次元有限差分法による数値実験を実施した。数値実





図 2-6 (a) 実験に用いた速度構造モデル。LVZ (Low Velocity Zone)，堆積層，海洋地殻
等の構造線は Kamei et al. (2012) により示されたものを投影。(b) 計算の結果得






























図 2-9 C0002G 孔内地震計および DONET KMD13 海底地震計の鉛直成分常時微動記
録から得られた疑似反射波記録のパワースペクトル密度。図 2-4 で示された観測記
録と比較して，フィルタの特性 (2-8Hz 平坦特性) に応じた周波数成分が確認でき
る。 
 







(a) 孔内観測点起振-孔内測点受振  
 海面からの反射波 (3.4～3.6 秒付近) および LVZ 上面からの反射波 (2.1～2.3 秒付
近) の反射波が数値実験の結果得られた波形および疑似反射波記録上で確認できる 
(図 2-8)。それぞれのイベントは疑似反射波記録と数値波形で最大 0.3 秒程度のずれが
ある。また，疑似反射波記録の振幅は，およそ 2 秒以前では数値波形と大きく異なる。 





秒程度) が確認され (図 2-7)，イベントを同定することは困難である。 
(c) 海底観測点起振-海底観測点受振  
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 LVZ 上面からの反射波は 1.6～1.7 秒付近に確認できる。また，3.5 秒付近の
強いイベントは海面からの反射波と推定される  (図 2-8)。海面からの反射波は
数値波形では 3.2 秒付近に到達しており，0.3 秒程度のずれがある。また，海洋
地殻上面からの反射波は 3.7 秒付近に到達するはずであるが，海面からの反射波
とほぼ同位相のため確認できない。  
(d) 海底観測点起振-孔内観測点受振  
 実データの結果と数値実験の結果について，よく一致しているイベントが確
認できる。4 秒付近のイベントは LVZ 上面からの反射波  (図 2-6(b)) であり，7
秒付近のイベントは海面からの反射波であるが，10ms 程度のずれがあるものの，
これらのイベントは実データ-数値実験の結果でよく一致している。一方で，海
洋地殻からの反射波は 7 秒～7.5 秒付近に到達すると推測されるが，他の波群に









下 記 の 式 で 表 さ れ る Stretching interpolation technique ( 例 え ば  
Sens-Schönfelder and Wegler, 2006; Hadziioannou et al., 2009; Minato et al., 
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の変化量は，例えば Minato et al. (2012) で示されている地震発生前後の変化



















図 2-10 (a) C0002G 孔内観測点地震計鉛直成分で観測された常時微動記録から得られ
た自己相関関数に対してストレッチングパラメータを計算した結果。1-5 秒の時間
の自己相関関数に対して処理を適用した。実線は相関係数の最大値をトレースした
ものであり，時間ごとの速度変化を示すものである。 (b) 図 2-6(a) で示されたモ
デルに対して，速度構造の変化を与え，各速度変化に対して C0002G でのゼロオ













 観測データには，前項の P 波成分を利用した解析と同様に短期間，長期間のスペク
トル共におよそ 0.1～0.3 Hz 付近に脈動振幅のピークが認められ，長期間安定して存在
することが確認できた。一方で，本研究では実体波である S 波に関する解析を実施する
ため，これらの脈動はあくまでもノイズとなる。そこで，本研究では S 波解析において










HTI (Transversally Isotropic with the Horizontal axis of symmetry) 偏向異方性構造
を持つ媒質に鉛直方向に入射される際に，S 波はその異方性の方向に対応する 2 つの波
に分離する性質を持つ。これはS波スプリッティングと呼ばれる現象である (Crampin, 
1981)。S 波スプリッティングを引き起こす S 波偏向異方性はクラックの選択的配列に
よるものであり，この S 波偏向異方性の情報から，水平応力の様子を推定することがで
きる。図 2-11 に地中に作用する水平主応力とクラックの方向，および S 波スプリッテ
ィングの関係を示す模式図を示す。S 波は異方性の角度に応じて，それぞれ直交する速










図 2-11  S 波偏向異方性の概念図 (Boness and Zoback, 2006)。水平主応力 SHmaxの
方向と，クラックの偏向配列および S 波速度の速い方向 (Fast)，遅い方向 (Slow) の
関係を表す。実線および点線はそれぞれ解放，閉塞されているクラックを表す。水平主




 本研究では，南海トラフ海底下に設置されている DONET 観測点，および C0002G
孔内観測点の地震計水平動 2 成分により観測された常時微動記録に対して 2-8Hz で平
坦特性を持つ 1-10Hz の帯域通過フィルタを適用した後，自己相関，相互相関処理を適
用し，観測点を震源および受振点とした EW (X )起振-EW (X) 受振，EW(X)起振-NS (Y) 










 図 2-12 に前処理を含むデータの処理フローを示す。ここで，E (X) 方向を 1，N (Y) 







    .        (2-2) 
 





野で主に利用されている Alford rotation (Alford, 1986) と呼ばれる回転処理を疑似反
射波記録に適用した。Alford rotation は上記 4 成分の起振-受振記録に対して，震源-
受振点の座標計を反時計回りに回転させる処理 (式 2-3) であり，回転後の非対角成分 
(ここでは EW 起振-NS 受振,NS 起振-EW 受振)の振幅を最小にする角度を求めること
で S 波異方性の方向を求めることが可能である。 
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V11と V22における反射波の走時差より算出された速い S 波速度 (Vs_fast) ，遅い S 波速
度 (Vs_slow) を用いて下記の式で表現できる。 












ス V11,および V22 について，P 波の解析と同様にストレッチングパラメータを算出し，
堆積層内の速度を 700 m/s, 層厚を 1000 m と仮定した場合，最大±0.5%の S 波速度変
化を示唆する結果が得られた。これらの時間変化については，地震イベント等との明瞭
な対応は明らかではないが，このばらつきを処理の安定性と考えると，最小で±0.5%






図 2-13 長期間データの解析により得られた KMD13 での S 波偏向異方性の時間変化。
上から，S 波偏向異方性強度，S 波速度が速い方向の時間変化を示す。また，最下部の
プロットは，式 (2-1) から計算される S 波速度の時間変化を示すストレッチングパラ
メータを表す。 
 
 また，図 2-14 に解析例として，孔内観測点 C0002G における 4-C 成分の波形記録を
示す。図 2-14 (a) に 1 時間ごとの結果について並べた波形を，図 2-14 (b) にはそのス
タック波形，および Alford rotation の適用結果を示す。また，図 2-15 に得られた 4-C
成分記録のパワースペクトル密度を示す。Alford rotation 適用の結果，C0002G 内での
異方性の角度は北から時計回りに45°の方向がS波速度が速い方向として推定された。
なお，本解析では，他の観測点についても 4 成分記録上で明瞭に確認できていた 3-5 秒








図 2-14 (a) 孔内観測点 C0002G 地震計の水平動成分で観測された常時微動記録より得
られた 4-C データ (1 時間ごとの波形)。(b) (a) で得られた 4-C データのスタック波形，





図 2-15 C0002G 孔内地震計の水平成分常時微動記録から得られた疑似反射波記録 





 解析の結果，結果のばらつきが大きい一部の観測点を除いた S 波速度異方性(方位・
強度)が算出された。図 2-16 では，各観測点での解析結果を示すと同時に，異方性強度





図 2-16 DONET および孔内観測点地震計の水平動成分で観測された常時微動記録から
得られた南海トラフ広域での堆積層内の S 波偏向異方性構造。黄色矢印の向きは S 波
速度が速い方向，大きさは S 波異方性の強度に対応している。また，カラーマップは異
方性の強度を空間的に補完したものである。マゼンタの矢印は Tadokoro et al. (2012)
で示された海底地殻変動の方向を示す。 
 
 ここで，C0002G 観測点では，堆積層内の S 波が速い方向はトラフ軸に水平に近い方
向，45°として推定された。これはボアホールブレイクアウト解析の結果得られた主応
力方向 (Kinoshita et al., 2009; Lin et al., 2015)， 40°～60°と比較して整合的であ
る。また，S 波速度異方性強度についても観測点によって異なるが，最大 3%程度と推
定された。図 2-17 には，得られた S 波異方性強度について OBS による P-S 変換波解












波干渉法および S 波偏向異方性解析 
 





イの水平動 2 成分で観測された常時微動記録を用いて，堆積層内の S 波偏向異方性構
造を得ることを試みる。 















 本研究では 2014 年 3 月～2015 年 1 月までの観測データを用いて解析を実施した。
データ解析は前項と同様，大きく 2 つのフェーズ，(1) 地震波干渉法処理，および (2) 
Alford rotation 処理に分けて実施し，鉛直地震計アレイの水平成分で観測された常時微
動記録から，海底下堆積層内の S 波異方性情報を得ることを目指す。 
図 2-19 に地震波干渉法の処理結果を示す。図 2-19 の a) ～d) は相互相関処理の結
果得られた 4 成分記録であり，それぞれ海底地震計 EW 成分発振-孔内地震計 EW 成分
受振，海底地震計 EW 成分発振-孔内地震計 NS 成分受振，海底地震計 NS 成分発振-孔
内地震計 EW 成分受振，および海底地震計 NS 成分発振-孔内地震計 NS 成分受振記録
に対応している。ここで，EW-EW 成分，および NS-NS 成分では 1.3 秒付近をピーク
として明瞭なイベントが確認できる。ここで，海底地震計-孔内地震計の距離を 903 m
とした場合，1.3 秒の直達走時から計算される速度は 695 m/s となり，これは堆積層内





図 2-18 鉛直地震計アレイの水平成分地震計常時微動データより計算された 4-C記録。
a)海底地震計 E-W-孔内地震計 E-W，b)海底地震計 E-W-孔内地震計 N-S，c)海底地震計
N-S-孔内地震計 E-W，d)海底地震計 N-S-孔内地震計 N-S。 
 
2.6.2  解析結果・まとめ 
 
 得られた 4 成分記録に対して前項までと同様 Alford rotation 処理を適用した結果を
図 2-20 に示す。解析の結果，北から時計回りに 40°の角度が S 波速度が速くなる角度
として算出された。ここで，堆積層内の S 波速度の速い速度を 695 m/s とし，また，
V11 を S 波速度が速い方向，V22 を S 波速度が遅い方向となるように回転させた時，












アウト解析を実施し，水平主応力方向が推定されている (Kinoshita et al., 2009; Lin et 
al., 2010)。本研究の結果をこれら既往調査の結果に重ねたものを図 2-21 に示す。本研
究の結果得られた S 波速度異方性の方位は，既往ボアホールブレイクアウト解析から推
定された水平主応力の方向によく一致していることを確認した。 











図 2-21 本解析で得られたC0002G観測孔でのS波偏向異方性解析結 (Lin et al., 2010, 















の S 波速度に対応する水平動成分の擬似反射波記録に対して，Alford rotation 解析を










差応力の推定に対しては，常時微動記録を利用する S 波速度異方性解析では十分な S/N
比を確保できない可能性が高く，S/N 比を高める異なるアプローチが必要である。次章
では，S/N 比を高めることが期待される人工震源を用いた能動的地震探査により，より
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第 3 章  海底地震計およびエアガンを用いた地震発








た常時微動記録は 1-2 Hz 程度の低周波数帯が卓越していることから，空間分解能も十
分でない。 
 前章で用いられた 1-2 Hz 程度の低周波常時微動への地震波干渉法の適用で認められ




を利用可能な人工震源を利用した能動的探査を考えることができる。例えば，Tsuji et al. 
(2011b) では，南海トラフの掘削孔内で VSP (Vertical Seismic Profile) 探査を実施し，
孔内に一時的に設置した地震計アレイで観測されたエアガン発振記録を用いて海底下


















 本研究では，海底下に設置したネットワーク型広帯域地震計を通常の独立型 OBS 




 本研究で用いる DONET および長期孔内観測点には，通常の OBS を利用する構造探












計，DONET 海底地震計，およびその近傍に設置された通常の海底設置型 OBS により
観測された常時微動のノイズスペクトルの比較を示す。各地震計の設置場所は最大
10km ほど離れているが，ノイズスペクトルは同じ時間の記録から計算している。
DONET および OBS 地震計の設置深度は水深約 2500m の海底であり，通常，深海底
では 1-10Hz の常時微動の振幅は地震などのイベントが無い時は非常に安定している
ことが分かっているため，この帯域でのノイズスペクトルの違いは，設置条件の違いに
よるものと考えてよい。この結果から，DONET 海底地震計は OBS 地震計と比較して，
最大 20dB 程度，振幅にして 10 分の 1 程度の微弱な信号を捉えることができる。また，
孔内観測点 C0002G の地震計は水深 2000m の海底下に掘削した深度 1000m のボアホ
ールの内部，海底下 900m 付近に設置されている。孔内地震計は OBS と比較して最大





図 3-1 DONET 地震計 (KMD13)，C0002G 孔内地震計および通常の OBS の水平動成

























放出する P 波震源であり，かつ海中では P 波のみが伝播し，S 波成分は海底下の構造
境界での変換波としてのみ発生し得る。P 波の反射により発生する S 波成分の振幅を最
適化するため，本節では，観測に先立ち，既往調査で明らかとなっている海底下の速度
構造により数値モデルを作成し，妥当であると考えられるオフセット距離を推定した。







速度構造 (Kamei et al., 2012) を元の速度モデルとして利用し，その P 波速度構造に
対して泥岩におけるP波-S波速度の関係を示す実験式であるMud rock line (Castagna 
et al, 1985) を適用して S 波速度構造を単純な水平層構造としてモデル化したものを利
用した。式 3-1 に Mud rock line による P 波速度-S 波速度の関係式を示す。 
0.862 1.172, (3 1)s pV V   
 
ここで，Vp, Vs はそれぞれ P 波速度，S 波速度 (km/s) を表す。 
 図 3-2 に解析に用いた S 波速度構造を示す。実際のモデル作成の際には，上式で計算
した P 波，S 波速度構造モデルに対して，反射法地震探査，および近傍の掘削孔で実施
した孔内速度検層の結果 (Kinoshita et al., 2009) から得られている反射面を仮定し，
それぞれの区間速度を算出することで速度構造モデルを作成した。速度構造モデルに対
して，Rotated staggered grid を用いた二次元弾性波シミュレーションを適用し，海面
発振，海底面受振の波動場，波形記録を計算した。図 3-2 にそのスナップショット例，




図 3-2 (a) 数値計算に用いた速度構造モデル。(b) 速度構造モデルから計算された P-S















 2013 年 11 月～2015 年 6 月にかけて，計 3 回の調査航海を実施し，13 点の観測点に
おいてサークル測線上でのエアガン発振を実施，良好なデータを取得した。それぞれ，
KR13-17 航海 (2013 年 11 月)，KR15-05 航海 (2015 年 3 月) および KR15-08 航海 
(2015 年 6 月) として実施し，いずれも JAMSTEC (国立研究開発法人海洋研究開発機
構) 所有の深海調査研究船「かいれい」のエアガンアレイシステムを用いて観測を行っ
た。図 3-3 にエアガン発振を実施した調査測線を示す。図 3-4 は実際のエアガン発振時
の状況，図 3-5 は観測された波形記録，および発振中の船舶の位置プロットの例であ
る。エアガン発振は，前項での議論を受けて，基本的には DONET 観測点を中心に半










図 3-3 KR13-17,KR15-05 および KR15-08 航海で実施した測線一覧。青色が KR13-17, 
黄色が KR15-05, マゼンタが KR15-08 で実施した探査測線を示す。各航海では異なる
深度からの変換波を連続的に取得することで変換波の同定・議論を行うために，複数の








































波形記録を切り出す必要がある。ここで，DONET システムは GPS を用いた時刻同期
により，0.16 マイクロ秒以下の非常に高精度の時刻精度を持つ (荒木，2012)。 また，
エアガンの発振時間精度についても同様に GPS による時刻同期を行っている。これら，
DONET とエアガンの組み合わせ精度は，従来の OBS を利用した観測と比較しても十
分良好なものであり，S 波偏向異方性構造を含む，速度構造の議論を十分可能とするも









図 3-8 切り出しの結果得られた角度ごとのショットレコード (DONET KMB07 観測点
で観測されたデータ)。2 秒～4 秒程度の場所に現れる連続した波群は，堆積層下部から
の P-S 変換波であると推測される。 
 
3.4 波形回転処理を用いた S 波偏向異方性解析 
 
 エアガン波形観測データから S 波偏向異方性情報を得るために，単純な波形回転処理
を用いたデータ処理を実施する。具体的には，震源と観測点を結ぶ方向に振動する成分 
(Radial 成分) とそれに直交する成分 (Transverse) 成分をそれぞれの震源位置で計算
し，それを震源-受振点方向毎に並べた Multi-azimuth データを作成し，S 波偏向異方
性の方位について検討する。本研究では，遠地地震および周囲で実施したエアガン発振
の記録より推定された DONET 地震計の方位角 (中野ほか,2012) を用いて, 水平動 2
成分 (X,Y 成分) から波形の回転処理を行い，Radial および Transverse 成分への変換
を実施した。式 3-2 に回転処理に用いた変換式を示す。ここで，αおよびθはそれぞれ
地震計 Y 成分が北からのなす角度 (時計回りを正)，震源位置-受振点位置のなす角 (時
計回りを正) を表す。 
( ) cos( ) sin( ) ( )
( ) sin( ) cos( ) ( )
T t X t
R t Y t
   
   
               
 
 
 ここで，第 2 章 5 節で概説した通り，S 波が偏向異方性を持つ媒質に入射する際に，











図 3-9 本項での S 波偏向異方性解析に用いたデータ処理フロー 
 
 S 波スプリッティングは，入射角の方向が S 波偏向異方性の方向と一致する時には発
生せず，その際の Transverse 成分の振幅が最小化される。また，Radial 成分と
Transverse 成分について，タイムウインドウごとに変位の軌跡 (particle motion) を描
くとこで，その波群が異方性持つ媒質を通ってきた変換波かどうか同定することができ
る。そこで，本項ではまず各観測点について Particle motion を作成し，変換波が確認
されるおおよその走時を同定した後，Transverse 成分の RMS 振幅を震源-受振点のな
す角度ごとに算出し，異方性の角度について求めた。図 3-9 は KMB07-R3 観測点につ
いて，異方性の影響が明らかな Radial，Transverse 成分の波形，その波形から計算さ






図 3-9  KMB07-R3 観測点に対するデータ処理結果 (a) 表層堆積層下部からの P-S
変換波の Radial および Transverse 波形。 (b) 異方性の影響を含む Radial および





 KMB7-R3 観測点では，30°から 90°間隔で Transverse 成分の RMS 振幅が最小に
なっていることが分かる。これらの角度が S 波偏向異方性の軸を示す。Transverse 成
分の振幅はこのように 90°の任意性があり，これだけではどちらが S 波速度が速い方
向であるか決めることはできない。本研究では Transverse 成分で同定された 90°間隔
の S 波異方性方向に対して，対応する Radial 成分の位相を確認し，走時が早い方を S
波速度が速い方と推定した。なお，本章では，S 波異方性の議論を，表層堆積層 (海底
下 1～2km 程度) までの構造にとどめるものとし，観測点の水深，構造によって異なる






図 3-10  KMB07-R3 測線 Transverse 成分から計算された RMS 振幅の分布，および
異方性方位についての Radial 成分プロット，Trace15，Trace60 はそれぞれ北から時計
回りに 30°，120°の震源-受振点方位となる。Radial 成分の位相を確認すると，Trace 











図 3-11 C0002G-R3_0 測線，孔内観測点の地震計で観測された波形より計算された
Transverse 成分の RMS 振幅 (上) と，対応する Radial 成分の波形記録 (下)。Radial








図 3-12 KMC12-R3_0 測線，DONET の海底地震計 KMC12 で観測された波形より計算
された Transverse 成分の RMS 振幅 (上) と，対応する Radial 成分の波形記録 (下)。
Radial 成分の波形記録を確認し，S 波速度が速い方向を 134°と推定した。なお，
Transverse 成分の 0-180°のトレースは海底地形の影響からか明瞭な異方性のサイン

















図 3-13 エアガンデータ解析の結果から推定される堆積層内の S 波異方性構造。赤いバ









解析から得られた水平主応力の方位 (40°～60°) と整合的である(Kinoshita et al., 
2009; Lin et al., 2010; Lin et al., 2015)。また，本研究の結果は，OBS で観測された変









 前項で実施した単純な回転処理による解析では，エアガン発振記録から深部 S 波偏向
異方性を得ることは困難であった。一方で，観測波形には，深部構造由来の P-S 変換波
が反射波として十分な S/N 比で確認されている。本項では，第 2 章で常時微動に適用
した地震波干渉法の処理をエアガン波形に対して適用し，深部からの変換波・反射波の
エネルギーを用いて S 波偏向異方性情報を得ることを試みる。 













 エアガンデータを用いた地震波干渉法の処理として，Shiraishi et al. (2013) では海
底地震計 (OBS) で観測されたデータに地震波干渉法を適用し，得られた疑似反射波記
録から P 波速度構造に対応する反射波重合断面を作成している。また，Bakulin et al. 
(2007) は海域 VSP 探査でのエアガン観測波形に地震波干渉法を適用し，VSP 受振器
の水平動成分から S 波直達波・反射波の抽出に成功している。これら既往研究では，地
震波干渉法の処理として第 2 章で常時微動記録に用いた相互相関処理に代わりデコン






る疑似反射波記録を計算する。水平動 2 成分 (EW 成分，NS 成分)をそれぞれ震源-受
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4-C 成分記録の対応は式(2-2) (第 2 章参照)で示した通りであり，例えば，V12は EW 方
向の震源による NS 方向の受振記録となる。ここで，X(Sk), Y(Sk)はそれぞれ k 番目の
ショット (全 n ショット) による EW 成分，NS 成分の受振記録の周波数領域での表記
である。式中のアスタリスクは複素共役を示す。また，εはデコンボリューション解析
の安定を高めるための安定化パラメータである。本解析では，北から 2°間隔でエアガ
ンを発振した全 180ショット (記録長 40秒) の半径 3kmのサークル発振データを入力
データとして用いた。入力データである各ショットトレースに対してデコンボリューシ








図 3-15 C0002G 観測点におけるエアガン記録より得られた Alford Rotation 前の疑似
反射波記録 (左) と常時微動記録より得られた Alford Rotation 前の疑似反射波記録 
(右) の比較 (図 2-13(b)より再掲)。 
 
 図 3-15 に得られた疑似反射波記録例 (C0002G 孔内観測点) を示す。エアガン波形に
よる 4-C 疑似反射波記録は常時微動波形から得られた疑似反射波記録と大きく異なる
様相を示す。エアガン波形の卓越周波数が 6-8 Hz 程度であるのに対して，解析に用い
た常時微動の卓越周期は 1-2 Hz 程度であり，この周波数成分の違いが，大きな差異と
して現れている。また，エアガン疑似反射波記録上では，対角成分 (V11 および V22) で
は 8 秒程度まで連続的にイベントが確認できるが，常時微動による疑似反射波記録では，





似反射波記録の非対角成分 (V12および V21) は，常時微動による疑似反射波記録の物と
比較して振幅が小さく，対角成分の最大値で正規化した場合 1/4 程度の振幅となる。 
 エアガン波形から得られた 4-C 疑似反射波記録に対して，第 2 章と同様 Alford 
rotation (Alford, 1986) を適用し S 波偏向異方性解析を試みた。堆積層内の反射波を
60 
 
3.0 秒，付加体を通るプレート境界の反射波を 5.5 秒と仮定し，ぞれぞれの計算に用い





た。この結果は，同一孔内で実施したボアホールブレイクアウトの結果 (Kinoshita et 
al., 2009; Lin et al., 2010)，および第 2 章で得られた常時微動を用いた解析結果 (40°





P 波の，海底下反射面における S 波への変換のエネルギーが小さく，4-C 成分疑似反射
波記録において十分な S/N 比を得ることができなかったこと，そして弱い S 波偏向異
方性を仮定する処理である Alford Rotation 法の適用妥当性の確認が必要であることを
意味する。 
 









とを指摘している。既に第 2 章および本章で議論した通り，海底下浅部の S 波速度異
方性の存在も確認されており，地下浅部の S 波速度異方性の影響を考慮する必要もある。
深部の S 波異方性解析を実施するためには，ショットレコードの反射波・変換波成分を
方位(deg.) 強度 (%) 方位(deg.) 強度 (%)
0.5 118.0 0.1 37.0 0.1
1.0 154.0 2.0 130.0 3.1
1.5 156.0 2.1 133.0 3.1
2.0 167.0 2.7 44.0 6.3
2.5 149.0 2.7 47.0 6.3
3.0 160.0 2.7 42.0 6.4
時間ウインドウ(s) 堆積層 (3.0秒) 付加体 (5.5秒)
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DONET 地震計およびエアガン発振を用いた S 波偏向異方性探査について述べた。本章
での解析の結果，地震計水平動 2 成分で観測されたエアガン波形の Radial および
Transverse 成分には海底下の S 波異方性構造の存在を強く示す特徴が含まれることを






反射波記録への Alford rotation 解析の適用性についても検討した。その結果，深部の S
波偏向異方性の方向，強度を定量的に得るためには，地下浅部の S 波偏向異方性の影響
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 深度ごとの S 波偏向異方性をするためのアプローチとしては，双極子震源で偏波発震
された S 波のエネルギーが偏波面直交方向に漏れ出す現象を利用するクロスダイポー
ル震源・受振データを利用した回転処理である Alford rotation (Alford, 1986) に準じ
た手法が一般的に利用されている。Thomsen et al. (1999) では，層ごとに S 波偏向異
方性が異なるモデルについて，表層から順次，各層の S 波偏向異方性の方位，強度を算
出し，異方性の影響を除去していく Layer stripping と呼ばれる処理を繰り返すことで



















用いた観測では，異方性の剥ぎ取りと Alford rotation (Alford, 1986) を複合した手法
(Thomsen et al., 1999) が提案され，一般的に利用されているが，本研究で取得した海
面発振，海底面受振での Multi-azimuth データセットに対しては，これらの手法を直
接的に適用することはできない。そこで，本研究では，新たに「異方性センブランス」
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 図 4-1 に示す観測ジオメトリの模式図では，Radial 成分，Transverse 成分はそれぞ
れ式 4-1～4-4 で示される計算式で表現される (Bale et al., 2013)。R, T はそれぞれ，
Radial, Transverse 成分を表し，A は震源関数を表す。また，θは北をゼロとした時
に，受振点から見た震源の方向より時計回りを正として表す。φは異方性パラメータの
















図 4-2 異方性強度が小さい場合 (1%) の時の Radial，Transverse 成分の波形，振幅の
大きい Radial 成分の変動が見かけ上サインカーブになる。S 波が速い方向を S1 (赤)，




図4-3 異方性強度が大きくなった (3%) 時のRadial，Transverse成分の波形， Radial 
成分の変動が見かけ上サインカーブではなく，矩形波的に振幅が変化していることが確










いる。なお，速度モデルは図 4.2 および図 4.3 と同様のものを利用した。 
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 本手法では，異方性センブランスを層ごとに算出するために，Alford rotation およ
び Layer stripping 法を拡張した新たな剥ぎ取り手法を導入した。解析の手順を以下に






第 N 層について，下記のデータ処理を実施する。 
 
Step 1.  
第 N 層下部からの反射波を含む時間ウインドウについて，異方性センブランス (式 4-5




Step 2.  
Radial, Transverse 成分の各トレースを Step1 で得られた異方性角度と震源-受振点方
向が一致するように回転させる。Radial, Transverse 成分の各トレースを R(t,θ), T(t, 







































R’, T’ はそれぞれ異方性方向に合うように回転した Radial, Transverse 成分を表す。
R’(t,θ) が S 波速度が速い方向，R’ (t,θ+π/4) が遅い方向となるように回転する。 
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Step 4.  
回転・異方性の影響を除去したトレースを元の角度に戻す回転処理を実施する。式 4-7
の右辺 R,T, をぞれぞれ Step3 までで得られた R’,T’ に置き換え，θ-ΦをΦ-θに置き
換えることで，N 層目の異方性の影響を除去したトレースが得られる。 
 























 本項では，単純な 3 層構造の異方性モデルおよび理論式を用いた数値計算について述
べる。本数値計算では，Radial, Transverse 成分の波形計算には，式 4-1～4-5 および 
Alford rotation の式を用いて計算を実施した。また，震源関数としては，中心周波数
6Hz のリッカーウェーブレット (Ricker, 1944) を用いた。図 4-5 に，数値計算に用い
た単純な水平成層構造の異方性モデルを示す。また，図 4-6 に計算の結果得られた











図 4-6 モデルから得られた Radial, および Transverse 波形記録 
 
 ここで，図 4-7に 1層目の解析に用いた Radial, Transverse の波形を拡大して示す。
図 4-8 は 2 層目の解析に用いた Radial, Transverse 成分，および図 4-9 は 3 層目の解
析に用いた Radial および Transverse 成分を示す。さらに，図 4-10 には解析の結果得
られた異方性センブランスと求められた異方性パラメータ (異方性方位，強度) を示す。 
 解析の結果，1 層目の異方性方向は，北から 30°の方向が S 波速度が速い方向，そ
の強度は 30ms と算出され，モデルとよく一致する値が得られた。次に，第 2 層の解
析を実施したが，第 2 層の解析前には第 1 層の異方性の影響を除去しており，第 1 層
に対応する 3 秒付近の波形は Radial 成分では方位，時間によらず一定の振幅，
Transverse 成分については振幅がゼロになっていることが確認できる。第 2 層を対象
として，時間ウインドウ 4-6 秒で計算を実施した結果，第 1 層と同様に，モデルと対
応した値，S 波速度が速い方向が北から時計回りに 90°，異方性強度が 50 ms という










図 4-7 第 1 層の異方性解析に用いた Radial および Transverse 波形(拡大) 
 
 













パラメータ。(a) 第 1 層 (b) 第 2 層および (c) 第 3 層での異方性センブランス。点線






























図 4-12 三次元弾性波シミュレーションの結果得られた Radial および Transverse 成
分。S1 は S 波速度が早い方向，S2 は S 波速度が遅い方向を表す。 
 
 数値計算は Rotated-staggered grid を用いた異方性構造を含む三次元有限差分法 
(Bansal and Sen, 2008) により実施し，第 2 層目(堆積層)内に 3% の HTI 異方性構造 
(N-S 方向が S 波が速い方向) を与えた。受振点は海底面に設置し，震源は受振点を中
心に水平オフセット 3km の箇所に北から時計回りで 10°間隔で与え，360°，全 36
トレースを計算した。また，震源関数としては，4Hz 中心周波数の Ricker wavelet を
用いた。図 4-12 に計算の結果得られた Radial および Transverse 成分の波形を示す。
Radial 成分では，4 秒付近を中心に異方性の特徴である振幅の横軸を角度，縦軸を走
時と見た場合のサインカーブ的な変動が確認できる。また，Transverse 成分でも同様







 得られた Radial, Transverse 成分に対して，前項で提案した異方性センブランス解
析を適用した。解析には、3.6-4.4 秒の時系列を用いて計算を実施した。図 4-13 に異方
性解析の結果得られた異方性センブランスを示す。異方性センブランスは，方向につい
ては 1°間隔，異方性強度については 1ms で計算し，センブランスが最大となる最大
値は，S 波速度の速い方向は 0°，異方性の強度は 43 ms と推定された。ここで，得ら
れた異方性の強度とモデルを一次元として得られる走時差を比較すると，モデルを一次









線は解析ウインドウでの正規化された Transverse 成分 RMS 振幅を示す。星印で示し




に，震源位置について，震源-受振点間の距離 3km に対して最大±60 m のガウス分布
誤差を与え，Radial, Transverse 成分を計算した。図 4-14 に得られた Radial, 
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Transverse 成分の波形を示す。波形上では，時間方向に最大 30 ms 程度のばらつきが
認められ，解析結果への影響が生じることが予想される。まずは，そのままの波形を用
いて異方性センブランス解析を行った結果を図 4-15 に示す。 
 
 
図 4-14 震源位置にばらつきを与えた時の Radial, Transverse 成分波形。震源位置の誤







図 4-15 図 4-12 で示されるトレースに対して異方性センブランス解析を実施した結果。
星印で示した異方性センブランスを最大とする異方性パラメータの最適値は，S 波速度
が速い方向が 10°，異方性強度は 48 ms となった。 
 
 震源位置にノイズを与えた記録に対して異方性センブランス解析を実施した結果，角






















れ 10°，43ms となり，モデルと一致した値が得られた。 
 


























図 4-18 観測に用いたデータの観測状況と観測波形。(a) 観測点付近の海底地形とエア








底下 1000m 付近に存在する表層堆積層下部からの変換 S 波反射波であると推定される。
また，7-9 秒付近にも同様の波群が認められるが，これは第 3 章，図 3-2 で示した二次
元数値解析の結果から，プレート境界面上部からの変換 S 波反射波であると推定した。 
 
4.4.2 異方性センブランス解析で得られた地層ごとの S 波偏向異方性 
 
 本処理では，第 1 層下部からの反射波が 3-4 秒，第 2 層からの反射波が 7-8 秒に含ま
れるものと仮定し，深度方向の異方性センブランス解析処理を実施した。図 4-19 に解
析の結果得られた各層の異方性センブランスを示す。解析の結果，第 1 層での異方性角
度は 60°，強度は 80ms, 第 2 層についてはそれぞれ 144°，40ms という値が得られ
た。これらの結果は，第 1 層については，堆積層の厚さを 1000m, S 波速度を 720m/s と
仮定した場合，5.4 % の異方性強度に相当する。また，第 2 層については，層厚を 4000m, 






図 4-19 解析の結果得られた各層ごとの異方性パラメータ。(a) 堆積層内での異方性パ
ラメータ。(b) 付加体内での異方性パラメータ。堆積層ではプレート沈み込み方法に直
交する方向，付加体内部ではプレート沈み込み方向と平行する方向が S 波速度の速い方














水平主応力方向，および S 波異方性解析結果と比較し，結果について考察する。 
 まず表層の S 波異方性について，同じエアガン発振で観測された同一地点の海底下深
度 900m に設置された孔内地震計鉛直成分の解析により得られた P 波異方性 (Araki et 
al., 2014) との比較を行う。解析は，海底地形の影響を補正した上で，P 波初動の到達
走時の角ごとの変化を抽出することにより実施され，結果として P 波は北から 60°の
方向で初動到達が早く，異方性強度としては 2.3% という値が得られている。 
 この結果は，方向については本解析で得られた S 波異方性パラメータとよく一致する
ものとなった。また，孔内観測点 C0002G では，掘削時にボアホールブレイクアウト
観測が実施されている (Kinoshita et al., 2009)。その結果からは，45°～60°方向に
主応力方向が存在すると推定されており，本研究の結果と方向として整合的である。さ
らには，海底に一時的に設置した自己浮上型海底地震計 (OBS) を用いたインライン測




ボアホールブレイクアウト観測は海底下 1400m 付近までであり，P 波の異方性解析も
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関の高い S 波偏向異方性の情報を得るための手法について述べた。第 4 章では，












5.2 南海トラフ広域における地層ごとの S 波偏向異方性解
析 
 
 解析に用いたデータは，第 3 章で詳細を記載した南海トラフ熊野灘の海底下に設置さ
れた DONET ネットワーク地震計で観測されたエアガン受振データである。観測デー
タはこれまで述べてきた通り，地震計の水平動 2 成分で観測された観測点を中心とした







 表 5-1 に 2013 年 11 月～2015 年 6 月にかけて実施した 3 回の調査航海 (KR13-17, 
KR15-05 および KR15-08) で実施した調査測線の一覧を示す。観測したデータに対し
て，第 4 章で述べた深度ごとの S 波偏向異方性解析を実施した。解析には，これまで
の処理と同様に P 波速度構造モデル (Kamei et al., 2012) に対して Mudrock line 




探索した。図 5-1～5-8 には，表 5-1 で示した観測測線にて取得された観測データにつ
いて，解析に用いた Radial，Transverse 成分のデータ，および解析の結果得られた深
度ごとの異方性センブランスの結果例を示す。なお，本解析では，基本的に堆積層と付
加体の 2 層構造としてそれぞれの層に対応する異方性を算出した。 
 
表 5-1 複数航海で実施した観測測線一覧表 
 
      Nmuber of circular shooting lines conducted during each cruise
Line ID Offset (km) KR13-17 KR15-05 KR15-08 Total
KMA02-R3 3 1 1
KMA03-R3 3 1 1
KMA04-R3 3 1 1 2
KMB07-R3 3 1 1 2
KMC09-R3 3 2 1 3
KMC11-R3 3 1 1
KMC12-R3 3 2 1 3
KMD13-R3 3 2 1 3
KMD15-R3 3 1 1 2
KME17-R3 3 1 1 12 14
KME19-R3 3 1 1
KME20-R3 3 1 1
C0002G-R3 3 2 4 3 9
Total 12 11 20 43
Cruise periods:
KR13-17 : November 7 ～ Novemer 15, 2013
KR15-05 : March 21 ～ March 31, 2015



















図 5-3 KMC12 観測点で観測された Radial および Transverse 成分の波形。角度方向
に 30°のウインドウで移動平均処理を実施した結果。(b) 解析の結果得られた各層の異







































図 5-8 (a) C0002G 海底観測点で観測された Radial および Transverse 成分の波形。
角度方向に 30°のウインドウで移動平均処理を実施した結果。(b) 解析の結果得られた
各層の異方性センブランス。図中の点線はウインドウ内で正規化された Transverse 成
分の RMS 振幅を示す。また，異方性センブランスが最大となるΦ，τを星印で示す。 
 






用いた解析を実施した。図 5-9～5-14 に得られた各繰り返し観測点の S 波偏向異方性処
理の結果を示す。なお，繰り返し観測点の内，海底地震計の不調 (KR13-17 における
KME17 観測点)，および，エアガン発振位置精度のばらつきによる走時差の影響が除去
できないほど大きい観測点 (KMC11-R3 測線, KMD13-R3 測線の一部) 等，一部の観測
データについては，本解析，繰り返し精度の議論から除外している。図 5-15 には除外
した観測点での例として KR15-05 航海における KMD13-R3 測線におけるエアガン発
振位置，初動走時の分布を示す。本解析では，水深 2000m 程度で初動走時のばらつき












































図 5-15  KR15-05 KMD13-R3 測線におけるエアガン発振位置-受振点の水平オフセ
ットおよびそれによる初動走時の変化。ターゲットオフセット 3km に対して 90m 程度






 解析の結果得られた深度ごとの S 波偏向異方性について，第 1 層である堆積層内の
異方性，および第 2 層の付加体内部の異方性の方向 (S 波速度が速い方向) についてま
とめたものを図 5-16 に示す。得られた異方性の方向は，観測点の場所についてある程
度のばらつきが認められるものの，熊野海盆南側に位置する KMB, KMD, KMC の各観
測点では付加体内部での S 波速度が速い方向がおおよそプレート沈み込みの方向 (約
150°) に沿って分布しており，そのばらつきは±20°程度の範囲であった。一方で，
堆積層内の異方性については観測点の場所に応じて変化が大きい。堆積層内の異方性は，




最大 6°，異方性強度が最大 1% の変動が同一観測点での繰り返し観測データによる解
析結果で認められた。同様に，付加体内を対象とした解析ではそれぞれ最大 10°，0.7 % 
の範囲を持つ値として得られた。これらのばらつきと解析の安定性，および応力時間変
化の対応との議論については次項で触れることとし，本項では各観測点で得られた層ご
との異方性の角度，強度について表 5-2 および表 5-3 にまとめるにとどめる。なお，こ
れらの表で示した層厚，速度値は，Kamei et al. (2012) で示された P 波速度モデルの
測線に対して各観測点の位置を投影し，同速度モデルで示された構造境界面，速度値を
参照し，堆積層内では，深度 100m, 速度 10m/s，付加体内では深度 500m, 速度 50m/s
の精度で粗く設定している。 
 また，堆積層における S 波偏向異方性について第 3 章で求めた値と比較した所，一
部の観測点では整合的であるが，最大で角度にして 40°程度の違いがある観測点があ
り，さらに強度についても最大±1%程度の違いが認められた。これは，常時微動記録
では 1Hz 程度のピーク周波数であるのに対して，エアガン発振震源は 8Hz 程度のピー
ク周波数，さらには常時微動記録による結果は，ゼロオフセットでの議論に対してエア



























KMA02 4.0 720 1200
KMA03 3.5 720 1200
KMA04 4.0 176 ～ 182 720 1200
KMB07 3.2 24 ～ 30 50 ～ 65 720 1000 3.5 ～ 4.5
KMC09 - - -
KMC12 3.9 720 1200
KMD13 4.0 144 ～ 148 60 ～ 65 720 1200 3.5 ～ 3.8
KMD15 4.0 90 ～ 94 720 1200
KME17 3.5 26 ～ 32 5 ～ 10 720 1000 0.4 ～ 0.7
KME19 3.5 720 1000
KME20 3.5 720 1000
































KMA02 5.5 1850 3000
KMA03 7.0 5 1850 4000
KMA04 6.5 108 ～ 112 50 ～ 65 1850 3500 2.6 ～ 3.3
KMB07 7.0 146 ～ 152 135 ～ 145 1850 4000 5.9 ～ 6.3
KMC09 5.5 116 ～ 126 115 ～ 120 1850 4000 5.1 ～ 5.3
KMC12 7.0 1850 3000
KMD13 6.0 142 ～ 144 80 ～ 85 1850 3000 4.7 ～ 5.0
KMD15 6.5 154 ～ 160 45 ～ 50 1850 3000 2.7 ～ 3.0
KME17 7.0 114 ～ 122 40 ～ 55 1850 5000 1.5 ～ 2.0
KME19 7.5 1850 5000
KME20 7.5 1850 5000




















図 5-16 解析の結果得られた深度ごとの S 波偏向異方性の方向 (S 波速度が速い方向)。
マゼンタのバーが堆積層内の異方性方向を示し，黄色のバーは付加体内の異方性方向を
示す。それぞれの長さは，異方性の強度に対応している。また，青色のバーは Lin et al. 
(2010) で示されたC0009掘削孔でのボアホールブレイクアウトの結果から得られた水




5.4  S 波偏向異方性から推定される水平差応力分布 
 
 ここで，得られた S 波偏向異方性パラメータを用いた南海トラフ広域での応力分布の
議論のため，ランダムにクラックを含むモデルに対して水平応力を載荷した岩盤モデル




図 5-17 水平応力とクラックの関係を示す模式図 (岡本 (2014) Figure4-1 を改変)。a) 
水平応力が等しく，それらが最大主応力 (σ1) と比較し十分小さい場合。b) σxを水平
最小主応力，σyを水平最大主応力とする場合。c) 水平主応力が等しく，それらが最大












本研究では， S 波偏向異方性の強度から，水平応力の差 (水平差応力) の議論をするた







































min( ) (5 5)H E    
 
 
式 5-5 で示す⊿E はヤング率 E1, E2の差分である。ヤング率 E1, E2は密度，P 波速度，
S 波速度を用いて以下の式で表すことができる。 
 
































   
 
ここで，ρは密度 (kg/m3)，Vp1, Vp2 はそれぞれ速い P 波速度, 遅い P 波速度 (m/s)，





際には，P 波速度の異方性についても S 波速度と同一強度を持つものと仮定して議論を
進めることとする。 
 ここで，同一の岩石サンプルが対象であれば，クラックのアスペクト比は岩石サンプ
ルに作用する有効封圧により変化することが知られている (Schubnel et al., 2006)。本













 表 5-4～5-5 に各観測点の S 波偏向異方性解析の結果から推定された水平差応力の最
小値をまとめる。基本的には，水平差応力は堆積層内の方が付加体内よりも小さな値と
して推定されており，堆積層と付加体内での比は堆積層内での値を分母として，おおよ


















表 5-4  S 波偏向異方性から推定される各観測点直下の水平差応力の最小値(堆積層) 
 
 








KMA02 40 1.2 0.3
KMA03 134 0.6 0.2
KMA04 176～182 4.0 1.1
KMB07 24～30 3.5～4.5 0.9～1.2
KMC09 - - -
KMC12 122 3.5 0.9
KMD13 146 3.5～3.8 0.9～1.0
KMD15 90～94 4.6 1.2
KME17 26～32 0.4～0.7 0.1～0.2
KME19 36 3.1 0.8
KME20 24 1.8 0.5









KMA02 98 0.9 1.0
KMA03 110 0.2 0.2
KMA04 108～112 2.6～3.3 2.7～3.5
KMB07 152 5.9～6.3 6.1～6.5
KMC09 116～126 5.1～5.3 5.3～5.5
KMC12 133 3.3 3.4
KMD13 142～144 4.7～5.0 4.9～5.2
KMD15 160 2.7～3.0 2.8～3.1
KME17 130 1.5～2.0 1.6～2.1
KME19 160 3.9 4.1
KME20 120 1.8 1.9





図 5-20 得られた水平差応力最小値の分布について，堆積層内 (左) と付加体内 (右) の
広域での分布を示すコンタープロット。トラフ軸をマゼンタの実線，各観測点の位置を
黄色三角で示す。各観測点からの半径 10km の領域で空間的な補間処理 (Smith and 
Wessel, 1990) を適用している。 
 
 
図 5-21 C0002G 海底観測点で得られた(a)堆積層内および(b)付加体内の水平差応力最





果，および P 波速度，密度構造を用いて堆積層，付加体層それぞれについての Stress 
polygon (例えば Chang et al., 2010) を作成した (図 5-21)。鉛直応力σv は下記の式で
示される密度推定式Gardner’s equation (Gardner et al., 1974) を用いてP波速度構造
より推定した密度に対して，深度方向プロファイルの積分値に重力加速度を乗ずること
により算出した。ここでρは密度(g/cm3), Vp は P 波速度 (m/s) を表す。なお，内部摩
擦係数μは，Huffman and Saffer (2016) を参考に，堆積層内では 0.4, 付加体内では
0.6 の値を用いた。 
 
0.250.31 (5 8).PV     
 
 Stress polygon 上に本研究で得られた C0002G 観測点における差応力をプロットし








・KMA04 における S 波偏向異方性結果は，常時微動を用いた図 2-14 およびエアガン
信号の P-S 変換反射波を用いた図 3-13 では沈み込むプレートの移動ベクトルに直交す
る。しかし S/N に十分配慮して処理を行った結果である図 5-16 では，プレート移動ベ
クトルに平行している。図 2-14 における結果と図 5-16 による結果を比較した場合，2
〜3％を超える S 波偏向異方性を検出できた地点でのベクトルが両図で一致する傾向が
ある。このことは，S/N 比のあまり高くないデータに基づき処理から得られた図 2-14
および図 3-13 において，弱い S 波偏向異方性しか検出できなかった場合，推定された
S 波偏向異方性がデータに含まれるノイズの影響を受けてしまったことを意味してい
る。即ち，第 2 章および第 3 章で用いた Alford Rotation 法はノイズに敏感であり，こ
の結果には十分な注意が必要である。本章では S/N 比を高めるためのセンブランス法








方性の強度は KMA04, KME19 における付加体内の異方性が最大で 4%になるが，他の
観測点では 2%以下の値を示している。水平差応力最小値は，堆積層内で 0.2～1.1MPa 
と比較的小さい。付加体内では KMA04, KME19 ではそれぞれ 3.5，4.1 MPa と大きい
が，それ以外の観測点では，最大 2.1 MPa と推定された。これは，Tsuji et al. (2011b)
で示されたKME17付近に掘削された C0009掘削孔を利用して実施された VSP探査の















・前弧海盆の南東端付近に位置する KMB，KMD および C0002G 孔内観測点では，S
波偏向異方性の強度，水平差応力が相対的に大きな値として推定された。例えば，
KMB07 では付加体内で 6%を超える異方性強度が得られた。水平差応力の最小値につ
いても同様に相対的に大きく，同じ KMB07 の付加体内では， 最大 6.5MPa として推
定された。S 波の速い方向から推定される水平主応力方向は，おおよそ堆積層内では，
プレート沈み込み方向と直交する方向，付加体内ではプレート沈み込み方向と平行する
方向として推定された。また，C0002G 観測点で得られた堆積層内の S 波の速い方向 
(60°) については，C0002 サイトで掘削中に実施されたボアホールブレイクアウト観
測の結果 (Kinoshita et al., 2009; Lin et al., 2015) で示された水平主応力の方向 (40





については 3.3～5.5 %として推定された。水平差応力については堆積層では 0.9MPa，
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しては，最大 10°の範囲，強度に関しては，最大 1.0 %の範囲で変動が認められた。ま
た，水平差応力についても，特に KMA04, KME17 では変動が大きく，付加体内の解
析結果では，最大 0.8 MPa 程度，解析結果に差があることを確認した。一方でそれ以
外の観測点では，堆積層内，付加体内ともに 0.3 MPa 程度の変動であった。プレート
境界型地震発生に伴う応力降下は最大で数 MPa と推定されており (例えば Seno, 
2014)，仮に応力降下量を 3.0 MPa, 地震の発生サイクルを 100 年と仮定した場合でも，










 本章では，第 4 章で提案した深度ごとに異方性が異なる媒質での S 波偏向異方性解
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walkaround VSP anisotropy in the Kumano basin southeast of the Kii 





















む疑似反射波記録を求めた。得られた S 波疑似反射波記録に Alford rotation 処理を適
用し，海底下表層堆積層の S 波偏向異方性について議論した。さらに，S 波偏向異方性
と既往手法で推定された水平主応力分布の関係について議論し，両者が整合的であるこ
とを確認した。 
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